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和歌山地域経済研究機構が目指すもの

和歌山地域経済研究機構

理事長小田 章

昨年、� 7月18日に「和歌山地域経

済研究機構」が発足しました。相歌

山商工会議所、和歌山社会経済研究

所及び和歌山大学経済学部の三者が相互に有する人的-知的・

物的資産を持ち寄って設立したものです。従来、産学交流は、

専ら理工系学部を中心に行われてきており、社会系の学部が

参画する産学交流はさほど活発ではありませんでした。とい

うのも日本では学の側が積極的に産業界・経済界と相互交流

を推進する気運に欠けていたからです。本機構は、そうした

従来の流れを反省し、和歌山大学経済学部が有する知的・人

的資産を積極的に提供し、地域経済諸機関と協力を図りなが

ら地域経済の活性化と振興化を推進しようとするものです。

ところで、地域の活性化が叫ばれているものの、実際i二は

その実現は簡単ではありません。特に、和歌山県の県GDPや

県民一人当たりの所得は全国的に見て低迷しており(第� 43位

…日経新聞� 2/28朝刊)、また起業率や成長率も低くなってい

ます。この現況を打破すべく、行政・産業界が一体になり、種々

の対策を講じているものの、期待するほどの効果を生んでい

ません。活力を失いつつある和歌山県の経済・産業・社会の

活性化には、産業界や行政は言うまでもなく、地域に位置す

る大学の積極的関与も不可欠であり、かっそれが大学の社会

貢献であり、役割でもあります。



本機構は、単なる研究機関ではありません。参画している

三者がもっ資産を効率的に活用し、独向の研究を進めること

を通じて、県が抱えている諸問題を洗い出し、その解決策を

追求します。それに基づいて行政・産業・経済界に積極的な

政策提言を行うことを最終目的としています。更に、本機構

は現在は三者からなる組織ですが、将来的には他の経済諸団

体や研究機関とも連携 しながら 、活動対象を拡大し 、研究内

容を深化させ、そして提言内容をより現実的・問題解決的な

ものに発展させていくことを考えています。県活性化には三

者以外の全ての機関が総合的に志向し 、小異を捨て大同団結

する意志が不可欠です。本機構が、そのための突破口になり

たいと思っています。本機構は、組織的には;最高決議機関と

しての理事会及び研究機関としての研究会からなり、事務局

を和歌山商工会議所に置いています。研究会は、 三機関から

計20名が参加していますが、実際には、三機関に所属する全

構成員が研究員であり 、問題に応じて研究に参曲するこ とと

なっています。

本機構の目的である県経済等の活性化に成功するかどうかは、

原則として三機関の努力と熱意にかかっています。しかし、

それ以上に経済・産業界、行政機関、教育・研究機関等の協

力体制に依存するものでもありますのともあれ、今始まった

和歌山県におけるこの新しい試みが大きな果実を生みだせる

ように、そして 一人でも多くの人が本機構の存在と活動に関

心を持っていただくように期待しています。
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和歌山商工会議所会頭

和歌山社会経済研究所理事長

小林謙三

和歌山地域経済研究機構機関誌創

刊号の発刊に際し-言ごあいさつ申

し上げます。

同内経済情勢は回復過程 を進んで、

いるといわれていますが、経済のグローパル化による国際間

競争の激化、 急速な技術革新、高度情報通信の進展、雇用形

態の変化など産業界をとりまく環境は依然として厳しい状況

が続いています。

県内の景況感に関しては、私共が調査した最近の結果を見

てみまし でも、残念ながら回復期待よりも不安感の方が強く、

売上げ不振、競争激化といった経嘗上の問題も挙げられてい

ます。 また、商屈街の衰退、後継者難、若者の県外流出とい

った課題にも直面しています。

これらの現状を踏まえて地域経済の原動力ともいえる地元

産業界が、地域活性化に貢献 し、ダイナミズム性を発揮し健全

に発展していくに は、常に時代の様々 な変化を的確に捉え、多

様化、高度化するニーズに即応できるような技術開発や戦略

的企画力、新感覚の経営手法の導人などの経営革新や能力開

発を中心とした人材育成に取り組む必要があります。高度化

した情報の進展によって経営戦略を備えうる広域的なネット

ワークの整備を行うことも必要なことは言うまでもありませんG

そのために地元大学と産業界各々の持てる力を結集して、

技術集約性や知識集約性の向上を図り、地域経済の発展施策

を探ることが課題と なっていま した。

このような観点から平成  8年 7月に和歌山大学、和歌山社

会経済研究所と和歌山商工会議所の三者によって、 「和歌山

地域経済研究機構  Jと名付け られた共同研究機構が創設され

ました。

今後、和歌山地域経済研究機構に対しましては、和歌山県

の市場構造の根本的な分析を行い、競争市場環境の変化に対

応した企業構造のあるべき姿などに関して、高度な情報を発

信するとともに 、和歌山大学シ ステム工学部、近畿大学生物

理工学部と和歌山商工会議所によって設立された「産学受流

センター」や行政とも広く連携を保ちながら、  21世紀に|白jか

つて、和歌山県の地域特性を十分生かし、更なる地域経済の

発展に寄与されることを期待します。
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和歌山大学長

守屋駿  

21世紀を数年後に控えて 、我が国

の社会は、 国際化・ 情報化の急激な

進展と、科学技術の著しい発達、そ

れに伴う環境問題、地時資源問題と、 年々激動し、益々多様化・

禄雑イヒの一途を辿っております。その一方では、不良債券問題、

咋年末の地元金融機関の業務停止等に見られるように 、経~斉

的閉窄状態が数年続き 、大きな社会問題にな っています。そ

のため、国を挙げての行政改革、行政幕盤の改革が焦眉の急

とな っていることは、皆様よくご存じのとおりです。いわば

現代は、期待に満ち、 蝶々な可能性を秘めた時代である半面、

先の見えにくい時代であるともいえます c

時代が求める人材を養成し、 学術研究を行うことを使命と

する大学としては、こうした社会の変動に無縁とい うわけに

はいきません。常に時代の変化、社会の変革に応じて、とい

うよりは寧ろ先駆とな って、教育研究組織の見直 しを図って

し〉かなければなりません。と同時に、地域に置かれた国立大

学として、 地域の経済界 ・産業界 ・地方公共団体等との共同

研究は不可欠のものですョ所謂産官学が一致しなければ激動

する現代社会の荒波を乗り切ることはできません。

その意昧で、この度本学経済学部、 和歌山社会経済研究所及

び和歌山商工会誌所の三者に よって結成された 「和歌山地域

経済研究機構」はまことに時宜にかなったもので、ごの研究

機構が大学と地域の発展に大いに寄与するものと期待してお

ります《



和歌山地域経済研究機構 設立趣旨

「干11

現在、地域経済の活性化が叫ばれている。そのために行政・

産業界挙げて種々の対策が講じられてきているが、思うよう

な成果を挙げるに至っていない。特に、和歌山においては起

'0 の成長率がそれほど高くな~業業率及び現在企

また、急速な技術革新、情報化及び産業の構造変革に的確

に対応できる企業も多くないと思われる。

こうした状況を打開するために、平成  8年 3月に和歌山大

学システム工学部、近畿大学生物理工学部及び和歌山商工会

議所の三者が共同して、 [産学交流センタ ーjを開設し、地

元企業:二対して新しい技術開発や人材確保の支析を開始した。

企業の発展には技術開発が最優先されるが、さらにそれを

取り巻く環境整備が不可欠となるつ企業経営者の聞にも、経済・

社会・政治の動向や有効な企業経営方法等に関する知識を求

める芦がより高まってきている c

今般、こうした要請に応えるために、和歌山大学経済学部、

和歌山社会経済研究所及び和歌山商工会議所の三者による

歌山地域経済研究機構jを設置する運びとなった。これまで、

一方において大学が所有する人的・知的資産の地域への還  JC 

からの要請も希1]が不十分であり、他方において地域経済の担

市であった。こうした隙間を埋めることが本機栴の設立の最

も7主要な趣旨である。本機構は、独自の活動を行うとともに、

同一の趣旨で設立された 「産学交流センタ -Jや行政とも連

携を図りながら、地域経済の一層の発展に寄与することを目

的とする。 

8年度研究会のう ごき 

9年度の研究テーマ策定のため下記の研究・分析を行った。

・和歌山県における企業と地域の相互補完

-新分野進出について

-消費者ニース守と企JR責任

「ニーズの多様化」とマーケティング

.消費者行動論の現実

.ニット産業における子作りマーケテイング



平成9年度事業実施計画

急激に変化する社会伯勢の中で、企業を取り巻く環境もま

た大きな転換期を迎えており、和歌山県もその例外ではあり

ません。

このような中で、� 21世紀に向けて、県内企業が健令に発展

していくためには、常に時代の変化を的確に捉え、新たな二

一ズに即応した技術開発や市場開拓、経営ノウハウの導入な

どの経営革新に取り組む必要があります。

そのための一助となるべく、以下の調査活動を行い地域活

性化方策の具体化を 目指します。

特に本年は、大阪湾環状交通体系の形成と太平洋新国土軸

の要となる紀淡連絡道路の活用による和歌山地域の活性化を

図るためのグランドデザインの策定を行います。� 

A. 和歌山県及び和歌山市の経済市場構造の特殊性とその対

応について

チーフ:大泉英次和歌山大学経済学部教授� 

B. ニーズの多様化、規制緩和の進展に対する経営戦略につ

いて

チーフ:崎山 煩ー和歌山社会経済研究所部長� 

c. I紀淡連絡道路� Jの活用による和歌山地域の活性化をは

かるためのグランドデザインの策定

チーフ:小田 章和歌山大学経済学部教授� 

D. 	 I西防波堤沖埋立地」の有効利用に関する分析

チーフ:小田 章和歌山大学経済学部教授
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研究員金津孝彰 和歌山大学経済学部助教授経 首 ・会計

研究員足立基浩和歌山大学経済学部助手

研究員堀田宗平和歌山社会経済研究所研究部長

研究 員 崎 山 煩 一 和 歌 山 社 会 経 済 研 究 所 研 究部長

研究 員 大 津 章 人 和 歌 山 社 会 経 済 研 究 所 研 究部長
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研究員貝川雅章和歌山社会経済研究所研 究 員

研究員坂口 慶直和歌山商工会議所企幽調整部部長
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